[bookmark: _GoBack]様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　2020　年　10　月　2　日
　
　　経済産業大臣　殿
アフラック生命保険株式会社
（ふりがな）こいで　まさとし
                              　　　　　代表取締役社長　　古出　眞敏    印
住所　〒１６３－０４５６
東京都新宿区西新宿２丁目１番１号　新宿三井ビル
法人番号　　1011101079418　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	デジタルトランスフォーメーション戦略（DX@Aflac）


	公表日
	2020　年　9　月　23　日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ニュースリリース「デジタルトランスフォーメーション戦略（DX@Aflac）」の策定について
アフラック　オフィシャルホームページ
URL:https://www.aflac.co.jp/news_pdf/20200923.pdf
1.当社におけるデジタルトランスフォーメーション（DX）とは（p2～p5）
2.当社を取り巻く環境（p6）

	記載内容抜粋
	抜粋箇所を『』内に示す。以下本書内において同様。
1) 「デジタル技術による社会及び競争環境の変化の影響」として、以下の内容を記載している。（p6）
· 『デジタル技術がもたらす環境変化とニューノーマルへの移行を契機に、社会全体のDXがより一層加速し、人々の価値観の多様化や生活様式の変化が急速に進んでいます。』と環境変化等について言及。
· 『デジタル技術の進化が、人々の生活や企業の競争環境に抜本的な変化をもたらす』具体的な事例として『AI、ロボット、AR/VRの支援による、新しい働き方の実現』及び『IoT、ロボットと、パッチ/体内埋め込みチップにより収集したバイタルデータを組み合わせた、新たな健康・医療サービスの創造 等』を挙げ、環境変化等が当社にもたらす影響を記載。
· 『このような環境を見据えて、当社では、中期経営戦略の実行にあたって デジタル技術やデータサイエンスを積極的に活用してまいります。』と次項ロ）に記載する当社の経営ビジョンの方向性が上記を踏まえたものであることを記載。

2) 「経営ビジョンの方向性」として、以下の内容を記載している。（p4）
· 『当社の中期経営戦略（2020～2022年）に掲げる下記4つの戦略の実行にあたっては、デジタルテクノロジーやデータサイエンスを積極的に活用していきます。』と経営ビジョンの方向性を記載。
· 『DXの推進によってAflac VISION2024の実現に貢献します』と上記経営ビジョンの方向性に沿った経営を進めることにより得られる成果についても言及。

3) 「ビジネスモデルの方向性」として、以下の内容を記載している。（p5）
· 『当社は、コアバリューに基づくDX推進により、コアビジネスである「生きるための保険」のリーダーとして、お客様にとって価値ある商品・サービスの提供をデジタルテクノロジーで実現していきます。また、社会の変化に対応する新たなビジネス領域においても、デジタルテクノロジーを活用し、保険サービスと保険以外のサービスを連携することで、保険の枠を超えた新たな価値を創造します。』とし、「コアビジネスの領域」（当社のコアビジネスである保険サービスの領域を指す。）と「新たな領域」において「デジタルテクノロジー」を活用することを記載。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	[bookmark: _Hlk51946138]2020年9月3日の取締役会にて承認された方針(*)に基づき、公表文書を作成した。
(*)「添付資料１_デジタルトランスフォーメーション戦略（DX@Aflac）」



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	デジタルトランスフォーメーション戦略（DX@Aflac）


	公表日
	2020　年　9　月　23　日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ニュースリリース「デジタルトランスフォーメーション戦略（DX@Aflac）」の策定について
アフラック　オフィシャルホームページ
URL: https://www.aflac.co.jp/news_pdf/20200923.pdf
3.当社のDX戦略（p7～p11）

	記載内容抜粋
	1) 「デジタル技術を組み込んだ戦略」として、「ビジネスモデルの方向性」に記載した「コアビジネスの領域」と「新たな領域」それぞれの領域におけるサービス提供で「デジタルテクノロジー」を活用する具体的な「価値創出」の方策、及び当該方策を支えるための体制・環境整備等として「DX推進態勢」の方策を策定し、以下の内容を記載している。（p7）
· 『価値創出』
『コアビジネスの領域』
『①　フィンテック/インシュアテック』
『②　UI/UX（顧客体験）の進化』
『③　データ利活用』
『④　システム開発プロセスの自動化』
『新たな領域』
『⑤　エコシステムの構築』

· 『DX推進態勢』
『基盤』
『⑥　オペレーションプラットフォームの構築』
『⑦　データ分析基盤の強化』
『⑧　シンプルかつ柔軟性のあるITアーキテクチャの実現』
『組織』
『⑨　DX戦略実行の専門組織設置/機能横断的なDX実行体制』
『人財』
『⑩　DX推進に向けた文化の醸成』
『⑪　DXを推進する人財の育成』
『管理』
『⑫　お客様評価・自己評価によるDX戦略達成状況のモニタリング』

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2020年9月3日の取締役会にて承認された方針(*)に基づき、公表文書を作成した。
 (*)「添付資料１_デジタルトランスフォーメーション戦略（DX@Aflac）」



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	3.当社のDX戦略（価値創出：コアビジネスの領域・新たな領域）（p8）
3.当社のDX戦略（DX推進態勢：基盤・組織・人財）
 （p9）
3.当社のDX戦略（推進体制）（p11）

	記載内容抜粋
	1) 「戦略の推進に必要な体制・組織」として、「組織」「人財」の方策として以下の内容を記載している。（p9）また、全体の推進体制はp11に記載している。
· 『⑨ DX戦略実行の専門組織設置/機能横断的なDX実行体制』
· 『⑩　DX推進に向けた文化の醸成』
· 『⑪　DXを推進する人財の育成』
　
2) 上記イ）に記載の「全体の推進体制」として、以下の内容を記載している。(p11)
· 『当社は、代表取締役社長を実務執行総括責任者として配置、CIO（チーフ・インフォメーション・オフィサー）がDX推進および実行をリードする体制でDX戦略を推進します。代表取締役社長は、DX戦略の推進および実行等のDXに関する実務の執行を総括します。』

3) 「外部組織との関係構築・協業」として、「新たな領域」のDX戦略である「エコシステムの構築」を以下の内容で示している。（p8）
· 『⑤ エコシステムの構築』



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	3.当社のDX戦略（DX推進態勢：基盤・組織・人財）
 （p9）

	記載内容抜粋
	1) 「ITシステム・デジタル技術活用環境の整備に向けた方策」として、「基盤」の具体的な方策として以下の内容を記載している。（p9）
· 『⑥　オペレーションプラットフォームの構築』
· 『⑦　データ分析基盤の強化』
· 『⑧　シンプルかつ柔軟性のあるITアーキテクチャの実現』

2) 「DX戦略の推進に際しての投資方針」を以下の内容で示している。（p10）
· 『DX戦略は当社の最重点戦略の一つであることから、予算策定や期中の予算再配分のプロセスにおいて投資対効果予測に基づき必要な資源配分を適切に行うとともに、投資対効果実績のモニタリングを強化していきます。また、DX戦略の推進に際しての投資に必要な予算を最大限確保するために、固定費の削減を実施し、IT投資全体でコストをコントロールします。』



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	デジタルトランスフォーメーション戦略（DX@Aflac）


	公表日
	2020　年　9　月　23　日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ニュースリリース「デジタルトランスフォーメーション戦略（DX@Aflac）」の策定について
アフラック　オフィシャルホームページ
URL: https://www.aflac.co.jp/news_pdf/20200923.pdf
3.当社のDX戦略（DX推進態勢：管理、投資方針）（p10）

	記載内容抜粋
	1) 「戦略の達成状況」を測る指標として、「管理」の項目に以下の内容を記載している。（p10）
· 『⑫　お客様評価・自己評価によるDX戦略達成状況のモニタリング』
『定期的にお客様評価と自己評価を行い改善していくことで、効果的かつ効率的にDXを推進します。』
· 『戦略実行により生じた効果を評価する指標』
『KGI』：『お客様満足度』
『現状値』：『65.2%』
· 『戦略に定められた計画の進捗を評価する指標』
『KGI』：『デジタル接点数』
『現状値』：『-』



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	・2020年　2月　4日
・2020年　7月 31日
・2020年　9月 23日

	発信方法
	プレスリリース及びオフィシャルホームページ掲載


	発信内容
	1) 2月4日公開：「アフラック 中期経営戦略（2020～2022年）」の策定について
[bookmark: _Hlk50453955] URL: https://www.aflac.co.jp/news_pdf/20200204.pdf

2) 7月31日公開：統合報告書（ディスクロージャー誌）
　URL：https://www.aflac.co.jp/corp/report/disclosure/book/2020_co.pdf

3) 9月23日公開：「デジタルトランスフォーメーション戦略（DX@Aflac）」の策定について
　URL:https://www.aflac.co.jp/news_pdf/20200923.pdf




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2020年　7月頃　～　2020年　9月頃


	実施内容
	2020年7月20日に実務執行統括責任者（代表取締役社長。以下同じ）と協議を行った上で、CIO(チーフ・インフォメーション・オフィサー)が、当該協議に基づき、経済産業省が策定及び公開を行っている「DX推進指標」を用いた自己診断の実施を決定した。




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	継続して実施中（各対策ごとに下記に記載）


	実施内容
	当社で策定及び実施している内容について抜粋し、以下に記載する。

· 情報セキュリティポリシー、その他関連する方針、規程、要領を体系化し、全社員が閲覧可能な場所に掲載している。
· [bookmark: _Hlk50551584]人材を含めたサイバーセキュリティ管理態勢、運用状況について、適宜CISO(チーフ・インフォメーション・セキュリティー・オフィサー)は経営者に報告を行っている。
· CSIRTを設置し、平時、有事におけるサイバーセキュリティリスク管理体制を構築し責任範囲を明確にしている。
· アフラック・インコーポレーテッドと共同で情報セキュリティロードマップを作成し、ロードマップに基づき、必要なサイバーセキュリティ対策を計画、実施している。
· アフラック・インコーポレーテッドと一体となったサイバーセキュリティ管理態勢を整備しており、サイバー攻撃を24時間365日モニタリングする態勢が整備されている。
· アフラック・インコーポレーテッドと共同で開発したサイバーセキュリティ評価フレームワークに基づく自己点検を実施し、適宜情報セキュリティの改善を行っている。
· CSIRTを設置し、インシデントレスポンスの対応を実施できる態勢を整えている。
· CSIRTでは復旧対応を踏まえた体制を整備している。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

